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立体形状：知的財産と競争政策上の課題 

－日本の商標保護制度に関する比較法的意見（＊） 

 

招へい研究者 アポストロス・クロノポラス（＊＊）

立体的標識を商標法上保護可能な対象と認識することにより、幅広い範囲で法的な疑義が生じた。 

このような法律上の問題の一部については、保護のしきい値を調整することで対処できる。保護要件を引き上げ

れば、製品形状に排他的権利を付与することで、消費者が製品の商業上の出所をその意匠に基づき確認でき、した

がって競争の促進による大きな利益が生まれるよう確実を期することができる。立体商標に基づいた事業戦略につ

いて取引者に保護を与える可能性という観点では、保護のしきい値を引き下げることも理にかなっている。また、

商標権のこのような拡張により、差別化された製品との競争の活性化に伴う利益がもたらされる場合、保護のしき

い値を引き下げた方が消費者の利益になる。 

しかしながら、商標法は主に機能性の法理により、商標保護がもたらす競争制限的な効果に関する懸念に対処し

ている。 

機能性の法理に関して、実用新案や意匠登録を付与する基盤となる政策に反したり、競争に悪影響を及ぼしたり

などの理由で製品形状の商標保護が全面的に否定されねばならないのは、いかなる場合かを明らかにすることがこ

の研究の最終的な目標である。 

 

Ⅰ．はじめに 

製品形状は、消費者が、それをもとに商品の商業上の出

所を特定している場合も多いため、これが商標として保護し

得る標識に含められてきたのは当然である。取引者の側から

見ると、取引者が特定の製品形態を採用する場合、その商

品の商業上の出所を効果的に表示することが動機になって

いる場合が多い。また、トレードドレスの選定は、製品を差別

化し、消費者の目から見た魅力を高める最も重要な手段の

一つである。 

他方で、製品形状を商標として保護すると、製品の独占を

もたらし、期間が限定されている特許権その他の排他的な知

的財産権の保護期間が延長され、特許類似の権利を生み

出し、さらに、既に公知となっている製品形状を模倣しようと

する競業者の権利を妨げる可能性もある。商標法により、取

引者、その競業者及び消費者の、衝突しやすく、紛争に至り

かねない、立体商標に関係する多様な利益の釣り合いをとら

なければならない。実際には、トレードドレスを保護すること

による社会的便益と社会的費用との釣り合いをとるためにこ

れが必要である。 

識別力要件の適用には、そのような利益の均衡が必要と

される。保護が与えられるのは、通常の場合、問題の製品形

状の本来的識別力又は後天的識別力のいずれかによって

市場の透明性に寄与するという目に見える社会的便益が存

在する場合である。もっとも、問題の製品形態が実際に商業

上の出所の表示として機能している場合でも、トレードドレス

保護が社会的に望ましくない場合もある。トレードドレスとして

の権利を主張することで、競業者の、競争し、存続期間が満

了した実用新案に開示された発明を実施し、既存の技術的

解決方法を自分たちの製品に組み込む権利を妨げる場合

がこれに当たる。その場合、機能性の法理が介入し、トレード

ドレスの保護を制限する。 

本研究の狙いは、商標に関係する基準をその目的に基づ

き適用するための重要な基準を分類し、その論拠を明確に

説明し、その正確な適用法を示すことにある。機能性の法理

に関して、実用新案、特許の付与の基礎となる政策に反した

り、競争に悪影響を与えたりするという理由で製品形状の商

標保護が否定されねばならないのは、いかなる場合かを最

終的に明らかにすることが本研究の目的である。 

Ⅱ．トレードドレスを保護することによる

社会的費用と社会的便益 

トレードドレス保護は、市場の透明性を高めることで大きな

社会的便益を生み出す。製品形状は、消費者の調査費用

の節約に極めて効果があるため、ある種の文脈において、最

も効果的なタイプの商標である。例えばスーパーで買い物を

する場合、消費者は、棚に近づき、小さなロゴを読み取らず

とも、トレードドレスを目印にすることで、買いたい製品を素早

く見つけることができる。さらに、製品形状は、製品が使われ

(*) これは特許庁委託平成25年度産業財産権研究推進事業（平成25～27年度）報告書の英文要約を和訳したものである。和訳文の表現、記載の誤りについては、
全て(一財)知的財産研究所の責任である。和訳文が不明確な場合は、原英文が優先するものとする。 

(**) ロンドン大学クィーンメアリー商事法研究センター研究助手、ティーチング・アソシエイト（招へい期間：平成26年7月14日～平成26年9月20日） 
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ている間も．その売り手について絶えず消費者の意識を喚

起し続けるため、極めて効果的な販売手段である
1
。例えば、

ブランド品のデザイナーチェアの形状の場合、消費者が社

会的活動の中でその製品を目にしたときに、そのメーカーに

関する意識を絶えず喚起することができる。したがって製品

形状は、市場におけるブランド認識を維持する上で特に効

果的な手段である。製品形態が製品の購入動機となる場合

も極めて多い。商標法は、トレードドレスを保護し、模倣を制

限することにより、製品を差別化する方法にある程度の保護

を与えている
2
。消費者は、製品の多様性を好むため、トレー

ドドレスを保護することで、消費者の購入選択の幅が広がり、

消費者の福利を増進させる。これによって、消費者の選好に

適合するための差別化された製品間の競争が活発化する。 

立体商標には競争促進的な利点があるものの、トレードド

レス保護は、a) 既に公知となっている物品の模倣を制限し、

b) （例えば、アメフトのボールの形状や飛行機の基本的な形

状など）製品の包括的な機能に結びついた形状について、

その保護が主張された場合には製品の独占につながり、c) 

無制限な実用新案／意匠権を生み出しかねないため、大き

な社会的費用を発生させかねない。 

Ⅲ．製品形状に商標保護を認めるために

必要な識別力 

識別力要件を満たすためのしきい値には、トレードドレス

保護による社会的便益と社会的費用との均衡だけが反映さ

れている
3
。米国連邦最高裁判所は、トレードドレス保護によ

る社会的費用を考慮し、製品形状が既にセカンダリーミーニ

ングを獲得している場合にのみ、保護され得ると判示した
4
。

同様に、欧州司法裁判所も、当該業界の基準から大きく逸

脱した形状にのみ、商標指令第3条(1)(b)の意味内における

本来的識別力を認め得ると判示した
5
。 

Two Pesos事件
6
における連邦最高裁判所判決など、他の

判決は、商業活動の初期段階にある事業を模倣による競争

から保護する必要性など、原告の事業上正当な利益を考慮

し、しきい値を下げることで保護に努めてきた。米国の下級

裁判所の中には、問題のトレードドレスが実際には普通の要

素で構成されている場合でも、市場に存在する他の製品形

状とある程度異なっていれば、本来的な識別力を備えると認

めることで、自らの製品を差別化する取引者の努力を時折承

認してきた
7
。差別化された製品との活発な競争を促すという

意味では、識別力のしきい値を下げることも理にかなってい

る
8
。日本の知財高裁が判決を下し、活発な議論の的になっ

たギュイリアンチョコレート事件の結果は、おそらくこうした理

論にもとづいて説明できる
9
。 

Ⅳ．機能性の法理 

１．はじめに 

製品形状が、本来的な識別力を有するか、又はセカンダリ

ーミーニングを獲得したかのいずれかにより、保護による社

会的費用が、市場の透明性が高まるという社会的便益を上

回る場合、機能性の法理により、常に商標保護が排除される。 

 

２．機能性について判定するための法的な基準とな

る競争上の必要性 

この法律上の基準に従えば、競業者が関連市場で競争

するために必要としない限り、製品形態が商標として保護さ

れ得る
10

。このルールをさらに改良すれば、商標権者が介入

し、代替性の極めて高い製品を市販する競業者の権利を妨

げるのを防ぐことができるはずである
11

。競争への効果に関

する基準を適用するためには、反トラスト法における二次市

場の概念に頼ることが推奨される
12

。したがって、さらに広い

範囲の関連市場に存在する全ての製品が同程度の代替性

を備えるわけではない。むしろ、相互に代替性の極めて高い

製品で構成される市場セグメント内での競争が激化する
13

。

二次市場を定義する際は、次の実用的な配慮を考慮に入れ

るべきである：業界又は公衆が二次市場を経済的に別個の

実体として認識していること、製品固有の特徴及び用途、特

異な生産施設、異なる顧客、異なる価格、価格変動に対す

る感応度及び専門化されたベンダー
14

。数は少ないながらも

米国の判決は、二次市場の分析をまさに連想させるような方

法で競争上の必要性を特定している
15

。これらの基準は、競

争上の必要性基準を適用するという法律上困難な課題に一

定の光を当て、また、商標法第4条1項18号を適用するため

の指針としての役割も果たし得る。 

 

３．特許政策との関連におけるトレードドレス保護

への懸念 

「競争への効果」基準の主な欠点は、トレードドレス保護に

よって特許政策が妨げられることへの懸念に答えていないこ

とである。米国の裁判所は、特許による規制範囲とトレードド

レス法による規制範囲とを効果的に線引きするためのルー

ルを発展させた。第10巡回区連邦巡回控訴裁判所は、

Vornado事件において、このルールに従い、製品形態が「そ

れを欠いた場合に同一の発明であると見なすのが不当であ

るような発明の重要な発明的側面」16の域に達する場合、こ

れを機能的であると判示した。裁判所は、基本的には、満了

した実用新案に開示されている発明を実施する公衆の権利

がトレードドレス保護によって妨げられる可能性を排除しよう

と考えた。さらに、機能性の法理は、純粋に技術的な標識、

すなわち、技術的な解決方法のみを具体化した標識をトレ
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ードドレス保護から除外している
17

。 

米国の現行法では、競争上の必要性を根拠とする機能性

に関する一般原則と、特許と立体商標との関係を規制するこ

とを目的とする二つの当然違法の原則が存在する。 

 

４．美的機能性理論 

美的機能性理論を裏付ける考え方の核心は、標識に関す

る排他的権利を商標権者に認める場合でも、メーカー、売り

手又は役務の提供者としての評判にふさわしい優位性を確

保することのみを認めるべきだというものである。その結果、ト

レードドレスの美感が、消費者にとって、商標を付した商品

の購入動機になり得るので、トレードドレスを保護するべきで

はない。この法理は、Pagliero事件
18

の第9巡回区連邦巡回

控訴裁判所判決によって認知されるやいなや、米国商標法

に関連して一定の支持を得た。この理論を採用した裁判所

は、その後の紛争において、自らの審理するそれぞれの事

件に則して、消費者が製品の購入を決定した動機が、意匠

の魅力によるものなのか、その意匠が有するとされる品質保

証によるものなのかを分析することに努めた。美的機能性の

法理は、特に美感に優れたトレードドレスを製品に採用する

取引者のインセンティヴを、実際に低下させてしまうため、激

しい批判にさらされた
19

。それでも、美的機能性の法理は、ト

レードドレス保護の文脈において、引き続き法的に重要であ

る。その後、この法理は修正され、美感に優れたトレードドレ

スへの保護を全面的に排除する代わりに、美感に極めても

優れているため、消費者の購入決定に決定的な影響力を及

ぼす可能性の高い形状が除外されるようになった。欧州一

般裁判所は、Bang ＆ Olufsen事件
20

において、このアプロ

ーチを採用した。この法律上の基準は、明快さからはほど遠

く、適用しにくいままであるものの、これには、トレードドレスの

権利と意匠権との関係を規制するための当然違法の原則を

見つけようとする試みが反映されている
21

。 

Ⅴ．製品形状に関係する日本の商標保護制

度に関する見解 

１．本来的識別力に関する要件 

本節において、筆者は、商標法第3条1項3号で定める識

別力要件について論ずる。また、日本の特許庁と裁判所が、

この規定を解釈し、最終的には、問題の製品形状が商標とし

て保護可能であるかどうかを判断するために三種類の基準

を援用している点に注目する。識別力を分析する場合には、

最初の基準に従い、消費者が、各製品形状を商標であると

認識する可能性が高いかどうかを判定することに努める。そ

もそも、製品形態が、関連する商品について消費者の予測

する形状から大幅に逸脱していない限り、消費者が商標で

あると認識する可能性は低い。 

二番目の基準の狙いは、取引者が、自らの商標を単に登

録するだけで、技術的な特徴又は美感に優れた特徴に対す

る独占権を手に入れることがないよう確保することにある。問

題の製品形態が、特異な要素で構成され、それが消費者に

とって、商標を付した商品の商業上の出所を示す手がかりと

なる可能性の極めて高い場合でも、これらの特徴の狙いが、

関連する商品の技術的な機能又は美感に何らかの形で資

することにあった場合には、登録を拒絶すべきである。商標

法3条1項3号のこのような解釈の根底には、次の二つの理由

が存在する：第1に、商標により、特許権と商標権の存続期

間が不当に延長されてはならないという前提があること。第2

に、商標法4号1項18号に定められた価値判断を考慮に入れ

ることで、自由競争原理への敬意を表していること。二番目

の基準に基づいた識別力要件の運用は、製品形態の本来

的識別力から生ずる市場の透明性に関係する社会的便益と、

商標保護による独占に伴い発生する可能性のある社会的費

用との釣り合いをとっている点で、機能性審査と似た面がある。 

特許庁の審査便覧では、この両方の基準に言及している。

次に、知財高裁がギュイリアンチョコレート事件において根拠

とした三番目の基準がある。裁判所は、識別力分析において、

一般に、第三者が標識を利用できる状態に維持する必要性を

重視する「独占適応性説22」を適用した23。標識を排他的権

利から自由な状態に維持する必要性がない場合、その登録

可能性の判断は、出願人に有利に傾く。私見によれば、この

柔軟なアプローチにより、商標紛争に関わる多様な利益間の

均衡を適切に図ることができる。このアプローチであれば、製

品を差別化するための事業戦略を実行する際に、取引者の

利益が考慮されるだけでなく、差別化された製品との活発な

競争により増進される消費者の福利も考慮される。 

 

２．セカンダリーミーニング要件 

本報告では、商標法3条2項で定めるセカンダリーミーニン

グ要件の運用について簡単に検討する。ポイントになるのは、

各審査の結果が出願人の広告努力に大きく左右されるよう

な方向へ判例法が発展してきた点である
24

。セカンダリーミ

ーニングを認める上で、消費者の認識が決定的に重要では

ない点が重要である。日本の商標制度は、そうすることで、

商標の範囲が、商標を使用する当事者への評価と比例して

拡大するという一般原則を実行している。言い換えるなら、商

標法は、市場における長期的かつ成功した商業上の実績に

報いる。しかしながら、トレードドレス保護が、小規模事業者

にとっても不可欠である点を念頭に置かなければならない。 

 

３．商標法4条1項18号－日本の機能性の法理 

日本法における機能性の規定である商標法4条1項18号
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の問題点は、製品形態への商標保護の結果として市場が現

実に独占された場合にしか適用できないことである。このた

め、特許庁がこの規定を根拠とし、代替性の極めて高い製

品を市販する競業者の権利を取引者が制限することを防ぐ

ことはできないと思われる。同様に、日本の機能性の法理に

は、特許と、セカンダリーミーニングを獲得した立体標識との

関係を規制するためのルールが存在しない
25

。 

いずれにしても、その形状が関連する製品の「機能を確保

するために不可欠」であることを要件としているこの規定の文

言は、競争上の必要性と特許政策に関連する当然違法の原

則に関する前述の理論を包含する目的論的なアプローチを

許容している。競争上の必要性について判定するためには、

問題の形状が、特定の機能を得るのに必要であるかどうかを

判定するために狭義の市場を基準としても良い。さらに、純

粋に技術的な形状は、製品が実際に機能するのに欠かせな

い特徴であるという意味で、関連する商品の機能に不可欠

であるため、商標保護から除外される可能性がある。また、

形状の「不可欠性」が、存続期間の満了した実用新案に開示

されている発明を実施する必要性を指している可能性もある。 

このような目的論的解釈により、日本の商標法と欧米の商

標法との制度調和の度合いを高めることができる。 

改正された商標法4条1項18号に従えば、機能性の法理

により、商品の特徴のみを構成する製品形状の商標保護は

排除される。この規定を特許庁がどう解釈するかについては、

現段階では推測せざるを得ない。これは商標法の改正で商

標として登録できるようになった非従来型の新しいタイプの

標章26の保護に制限を課すための規定のようである。特許

庁が商標法3条1項3号の運用基準を用いて、関連する商品

の技術的な機能又は美感に資する全ての形状を商標保護

から除外してしまう可能性はある。そのような商標法4条1項

18号の運用は製品形状の商標としての保護を不当に奪って

しまうことになる。いずれにせよ、新規定の文言は、上記で示

したような代替性の極めて高い製品を市販する競業者の権

利に関する懸念と、特許政策に関する懸念を調整した、目

的論的見地からの解釈を可能にするものである。 

Ⅵ．結論 

ギュイリアンチョコレート事件における知財高裁の意見は、

自分たちの好みのトレードドレスを採用する取引者の利益と、

競業者が、自分の製品に多様な形状を利用できる利益とを

調整しようと努めた結果だった。知財高裁がギュイリアンチョ

コレート事件判決で導入した基準を注意深く適用すれば、立

体商標を保護するための法律枠組みが改善されることは間

違いない。 

他方で、トレードドレスを保護すると、代替性の極めて高い

製品を市販する競業者の権利を妨げるような場合も包含す

るため、機能性の法理をある程度精緻化する必要もある。ま

た、機能性を備える場合、取引者が、実用新案に既に開示

されている発明を実施する競業者の権利を妨げたり、既存の

技術的解決方法を独占したりするのを防げるようなものでな

ければならない。商標法第4条1項18号の解釈を改良する必

要性を超えて、裁判所が、製品形状の極めて注意深い分析

を行うことも不可欠である。そうすることによってのみ、意匠に

より実際に付与される機能を正確に判定し、出願人が獲得し

ようとしている独占の範囲をはっきりと認識することが可能で

ある。 
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